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  700℃級 A-USC 発電技術(Advanced Ultra Super Critical 発電技術，以下 A-USC)について，

700MW のボイラ，蒸気タービンプラントにおけるサイクル最適化検討を実施し，プラント送電端効

率 46％(HHV，高位発熱量)以上が達成できる目処を得た．ボイラの材料開発については，ボイ

ラ・主配管向けに開発された Ni 基合金について，溶接性・クリープ破断特性・曲げ加工性評価を

実施するとともに，石炭灰による高温腐食特性試験を実施し，いずれも良好な結果が得られた．

蒸気タービンの材料開発については，ロータ材として LTES700R の８t 鋼塊を製造するとともに，こ

の試作材と先進 12％Cr 鋼との異材溶接施工を行い良好な施工性が確認できた．鋳造材につい

ては，Alloy 617 のステップブロックを製造し，良好な材料特性が確認できた． 

  

   

 
 
|1. はじめに 

従来よりも蒸気温度を100℃高めた700℃級A-USCについて，当社は石炭を高効率に利用す

る有効な火力発電技術の一つとして 10 年以上前より技術開発に取り組んできた．もともと

A-USC の技術開発は，日本よりも先行して欧米が 1998 年より開始しているが，近年，中国，イン

ドでも開発がスタートしており，世界的な開発競争に入った感がある．このような状況の中，日本

国内においては，国の温暖化対策である“Cool Earth – エネルギー革新技術計画”に沿う形で，

2008年度より経済産業省の補助事業として国家プロジェクトが進められている．当社は700MWの

火力発電システムを担当する中核メンバとしてこのプロジェクトに参加している．本稿では，当社

が取り組んでいる 700MW のボイラ，蒸気タービンにおけるシステム設計・要素技術開発の課題と

成果について紹介する． 

|2. 開発内容，スケジュール 

2.1 A-USC の概要 

A-USC は，従来の微粉炭火力による発電方式の延長線上の技術であることがポイントで，

2020 年以降増大する経年石炭火力のリプレース需要への対応及び，開発された技術を海外の

石炭火力にも容易に適用でき，世界レベルでの CO2 削減に貢献できる石炭有効利用技術の一

つである．また，既存火力と比べて 10％(相対値)近くの効率向上が期待できることから，将来予想

される CCS(Carbon Dioxide Capture and Storage)との組合せにおいても高効率を維持することが

できる．さらに，開発された高温材料は，石炭火力のみならず，今後益々の高温化が進む

GTCC(Gas Turbine Combined Cycle)プラントのボトミングサイクル(蒸気タービン，排熱回収ボイ

ラ)にも適用可能であり，その技術的な拡がりについても注目が集まっている． 
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2.2 プロジェクトの概要 

プロジェクトの開発目的は，700℃級のボイラ，蒸気タービンの要素技術を開発し，送電端効率

46％(HHV)の発電システムを構築すること，ならびに，経済性を含めたシステム成立の見通しを

得ることにある．開発期間は 2008 年から９年間であり，前半の５年間にてシステム全体の基本設

計，経済性検討，ボイラ・タービンの材料開発・製造性検証などを実施し，残りの４年間でボイラの

実缶試験，タービンの回転試験を実施する予定である．プロジェクトには，国内の主要メーカ・研

究所が参画しており，協調して開発が進められている(1)．((株)IHI，(株)東芝，(株)日立製作所，バ

ブコック日立(株)，富士電機(株)，住友金属工業(株)，ABB 日本ベーレー(株)，(独)物質・材料研

究機構，(財)電力中央研究所，三菱重工業(株))．当社は，ボイラ，タービンなど発電所建設に必

要な主要機器を１社で供給できる強みを生かし，研究所，設計，製造，建設部門などとの連携を

図りながら最適なシステムを構築し，総合力を発揮できる体制をとっている． 

2.3 システム設計条件 

表１に発電システムの基本設計条件，図１にプラント基本構成図を示す．設計炭については，

日本国内の発電所で広く使用されている豪州ハンターバレー炭(瀝青炭)とした．運用性について

は，ベースロードを前提とするが，従来の USC 石炭火力と同等の起動特性，負荷変化特性を持

たせつつ，経済性にも配慮した設計とする． 

   
 表 1 プラント基本設計条件  

 プラント出力 700MW  

 蒸気条件 35MPa 700℃／720℃／720℃  

 燃料 石炭 (瀝青炭)，軽油(30％ECR)  

 ボイラ形式 超臨界圧変圧貫流型二段再熱式  

 タービン形式 串形四流排気式二段再熱復水形(ＴＣ4Ｆ－40)  

 抽気段数 8 段  

 回転数 3600rpm (60Hz)  

 真空度 5.07kPa (722mmHg)  

 送電端効率 46％以上(高位発熱量基準)  

 タービン発電端効率 53％以上  

 

 

図１ プラント基本構成図  

 
2.4 ボイラ要素技術開発 

A-USC ボイラの実現のためには，要素技術としてボイラ材料，構造配置，構成機器，製造加工

及び保守管理の開発が必要となる．特にボイラ材料では，700℃以上の高温領域においても優

れた特性を有する Fe-Ni基合金や Ni基合金の適用が有望である．また改良フェライト鋼は 700℃

以下の部位への適用を目指し，従来のフェライト鋼と Ni 基材料の間を補完することにより，経済性

向上を目指す． 

上述の超高温材料をボイラの各種管材へ適用するに当たっては，材料が有する各種特性把

握及び製造性評価，石炭灰による高温腐食特性，さらには長時間信頼性の検証を行う必要があ

る． 

2.5 タービン要素技術開発 

A-USC タービン開発では，タービン材料，システム，構造配置，製造加工，そして保守管理に

関わる各種要素技術開発が必要である．特に，Ni 基合金の大型部材製造及び溶接技術，冷却，

シール技術などが主要な開発課題になる． 
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|3. 開発成果 

3.1 システム設計 

(1) ヒートバランス 

蒸気条件は 35MPa 700℃/720℃/720℃の二段再熱であり，出力 700MW としてサイクル最

適化を実施しプラント送電端効率 46％(HHV)以上(タービン発電端効率 53％以上)が達成でき

る目処を得た．再熱圧については，最終給水温度，低圧タービン（LP）入口温度，低圧タービ

ン最終翼（L-０）湿り度を制約条件として最適化を図っている(図２)．タービン形式は TC4F40

であり，VHP/HIP/LP/LP の４車室から構成されている(図１)．VHP/HP-IP タービンは，それぞ

れ VHP，HP，IP 翼列を単流翼列として２車室で計画しており，それらを複流翼列として計画す

れば，VHP/HP/IP/LP の車室構成で 1400MW までの出力ＵＰが可能になる設計とした．また，

更なる性能向上案として抽気段数増加，真空改善，最終翼長翼化などを検討しており，今後，

サイクル，システムともに改善を図っていく． 

(2) 配置配管計画 

全体配置に関しては，Ni 基合金の使用量を最小にすべく，ボイラ建屋とタービン建屋間の

距離を短縮できる配置としてサイドバンカ方式を採用した．主要配管については，上述のヒート

バランスをもとに，主蒸気配管のリード数，材質，口径を計画した(表２)． 

リード数，配管口径については，Ni基合金の製作限界，許容圧損を考慮して決定した．主配

管の製作限界については，まずは 500A を上限としたが，今後の材料メーカとの協議の中で大

口径管製作への見通しがつけば随時設計に反映していく予定である． 

   

 

  

 

 

表２ 主要配管の仕様 

 リード数

(本) 

材質 

(-) 

口径 

(A) 

主蒸気管 4 HR6W 450 

第一高温 

再熱蒸気管
2 HR6W 500 

第二高温 

再熱蒸気管
4 HR6W 500 

 

図２ 再熱圧力と送電端効率の関係   
   

(3) 運用性 

プラントの運用性を表３に示す． 

    
 表３ プラントの運用性  

 運用形態 ベースロード   

 最低安定出力 30％ECR(石炭専焼)   

  最低安定出力～50％ECR 7MW/分(1％/分)  

 負荷変化率 50％ECR～90％ECR 21MW/分(3％/分)  

 （ミルの入切含まず） 90％ECR～100％ECR 7MW/分(1％/分)  

  ホット起動 220 分  

 起動時間 ウォーム起動 290 分  

 （水質の待ち時間含まず） コールド起動 890 分  

  
TB 弁(Turbine Bypass) 

HP-TB 弁：1 台 

LP-TB 弁：無し 

 

 起動系統構成 EC 弁(Boiler Extraction Control) 無し  

  WDC 弁 (Water separator Drain Control) 2 台  

  BCP (Boiler Circulation Pump) 1 台  
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負荷変化率については，ベースロード運用を前提としながらも，従来火力と同様，ミドル運用

にも対応可能な３％/分で計画した．起動時間については，ボイラの昇温率制限(220℃以下/１

時間)，タービンの熱応力制限を考慮しても，従来火力並みの起動時間，起動回数が達成でき

る見通しを得た．起動系統については，タービンバイパス(TB)系統は HP バイパス(主蒸気から

復水器へ接続)のみとし，再熱器冷却による起動時間短縮(LP バイパス系統)，FCB (Fast Cut 

Back)，所内単独といった特殊運用は考慮しないものとした．WDC(Water separator Drain 

Control) 系 統 は ， 従 来 同 様 の 系 統 構 成 と し ， 起 動 時 間 の 短 縮 の た め に 使 用 さ れ る

EC(Extraction steam Control)系統は設置しない計画とした． 

3.2 ボイラ要素技術開発 

試験に供試した材料の外観状況を図３に示す．これまでに９種類の板材及びφ80mm 中径

管，３種類(HR6W，Alloy617 相当材及び HR35)のφ350mm 大径管を用いて溶接継手を製作し，

溶接部品質調査及びクリープ破断試験を実施している．また，HR6W においてはφ350mm 大径

管を用いて高周波曲げ加工試験を当社ボイラ工場にて実施した． 

また，腐食試験は標準合成灰(1.5molNa2SO4+1.5molK2SO4+1.0molFe2O3)を用い，塗布法に

て，SO2 濃度 0.20Vol.％のガス中で実施した．試験温度は 650℃及び 700℃で，試験時間は 100

時間とした．試験後には，外観観察のほか，スケール除去後の重量変化を評価した． 

 

 

図３ 供試材の外観  

 
図４に HR6W 小径管を用いて，GTAW 溶接にて製作した円周溶接継手部の外観と側曲げ試

験結果を示す．いずれの候補材料においてもおおむね良好な結果が得られているが，一部の Ni

基合金は割れ感受性が高い傾向があり，これについては微量成分を調整し改良を行っている．

  

 

 

図４ 円周溶接継手部の外観と側曲げ試験結果(HR6W)  
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図５に HR6W の母材及び溶接継手のクリープ破断特性を示す(1)．母材及び溶接継手のクリー

プ破断強度の間に顕著な差は認められない．現状の破断データを外挿するとHR6Wは厚肉大径

管の目標値(700℃×10 万時間で 90MPa 以上)を達成することは可能であると考えている． 

図６に HR6W の大径管の高周波曲げ加工後の外観状況を示す．本材料は曲げ施工後に再溶

体化熱処理を施す必要があるため，再溶体化熱処理材にてクリープ破断試験を実施中である．

図７に腐食試験における供試材の Cr 含有量と平均単位重量減の関係を示す(2)．母材 Cr 含

有量が大きいほど，腐食減量は小さくなり，Cr 濃度の高いＮｉ基合金が候補材として有望であると

考える．なお，650℃と比較して，700℃では同一 Cr 含有量でも，Ni 基合金の方がオーステナイト

系ステンレス鋼よりもわずかに腐食減量が大きい傾向が認められた．これは，SO2 ガス中の S と Ni 

の反応性が高いことや腐食生成物の溶融により腐食が促進されるためと推測される． 

 

 
図５ HR6W 板の母材及び溶接継手部のクリープ破断特性 

（母材は住友金属工業(株)提供） 

  

 

 

 

 

 

 

図６ HR6W 大径管の高周波曲げ後 

の外観 

 
 

 図７ 母材 Cr 含有量と腐食減量の関係 

3.3 タービン要素技術開発 

(1) 材料設計のコンセプト 

現在蒸気タービンの材料として一般的に使用されているフェライト系材料では 630℃前後が

限界と考えられており，700℃級の蒸気条件に対してはオーステナイト鋼でも強度不足とされて

いる．したがって，A-USC タービンの材料には，オーステナイト鋼よりさらに高い高温強度を有

する Ni 基合金の適用が不可欠となる． 
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Ni 基合金はガスタービンで多くの適用実績があるが，ガスタービンのロータはディスクをボル

トで連結した構造で，ディスク一枚当たりの重量は３t 程度である．また，ロータディスクは空気

で冷却されているためメタル温度は高くても 500℃程度である．これに対して通常蒸気タービン

で用いられる一体型ロータは，高中圧タービンの場合で重量 20～30t であり，運転中には高温

の蒸気に直接さらされることになる． 

したがって，A-USC タービン用の Ni 基合金にはより高い高温強度と良好な大型鋼塊製造性

が要求されることになるが，Ni 基合金は大型化が難しく(外径φ1000mm 程度，製品重量 10t

程度が限界と言われている)，Ni 基合金を必要とする高温部分の別車室化や溶接構造の採用

が必要となる． 

図８に 700MW 二段再熱(35MPa 700℃/720℃/720℃)の VHP+HIP タービン断面図を示す．

本図に示すように溶接構造の採用に関しては，Ni 基合金同士の共材溶接技術及び，Ni 基合

金と高 Cr 鋼の高度な異材溶接技術が必要となるが，高価な Ni 基合金の適用範囲を極力低減

した経済的な設計が可能となる． 

 

図８ 700MW 級二段再熱蒸気タービン断面図(35MPa 700℃/720℃/720℃) 

さらに，設計面からA-USCタービン用Ni基合金に要求される特性として低熱膨張性がある．

一般的にＮｉ基合金の線膨張係数は，600℃級 USC の蒸気タービンで使用されている 12Cr 鋼

よりも高く，熱応力増加や回転部・静止部間の伸び，伸び差増大が懸念される．そこで長寿命

前提の設備であるタービンプラントの信頼性・性能・運用性が現有の 600℃級 USC プラントから

損なわれないように低熱膨張Ni基合金の開発が求められる．また前述の高Cr鋼との異材溶接

に関しても，溶接部残留応力の観点から両者の線膨張係数は近い方が望ましい． 

さらに，ロータ冷却は従来 USC タービンで適用している翼溝冷却に加え，図８に示すように

異材溶接継手位置には必要に応じて冷却設計を実施する． 

(2) 材料開発 

欧州では既存材料の“Alloy617”や“Alloy625”などの Ni 基合金にてロータ鍛造品，弁鋳造

品が試作されているが，当社はフェライト系耐熱鋼に近い線膨張係数を持つ低熱膨張 Ni 基合

金の開発を進めてきた(図９)．はじめに，ボルト，ブレード用として 12Cr 鋼並に熱膨張係数が低

く，従来の Ni 基合金並に高温強度を維持した低熱膨張 Ni 基合金 LTES700(Ni‐12Cr‐18Mo

‐0.9Al‐1.15 Ti)を開発した(3)．LTES700 は実機車室ボルトとして使用し，実機環境下での検

証を進めている(4)． 
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続いて，更なる大型化のために LTES700 の成分調整を行い，高温強度，熱膨張係数及び

製造性の適切なバランスをはかり LTES700R(Ni‐12Cr‐7Mo‐6W‐Al‐Ti)を開発した(5)．

LTES700R の線膨張係数は LTES700 より高くなっているものの従来の Ni 基合金や 2.25Cr 鋼

より低い．LTES700R のクリープ破断強度は，目標値(700℃×10 万時間で 100MPa 以上)を十

分満足する目処が得られており，先進 12％Cr 鋼より 100℃以上のクリープ特性を有している

(図１０)．また，実機大製造性の確認のために 8t 鋼塊を試作し，その材料特性は良好な結果が

得られた．今後は更なる大型化に向けた検討を継続する計画である． 

Ni 基合金の溶接技術については，既にフェライト系耐熱鋼において技術確立されており，実

機向け溶接ロータ製作実績(20 本以上)も十分にある TIG 溶接を採用した．LTES700R 向けの

溶接材料開発を行い，継手性能は母材同等となることを確認した(図１１)．続いて，前記の

LTES700R 試作材と先進 12％Cr 鋼との異材溶接施工を行った．モックアップロータ材の外径

は約φ800mmであり，良好な施工結果であった(図１２)．このモックアップロータ材については，

引き続き，継手性能(組織，機械特性など)を確認していく予定である． 

 

図９ 線膨張係数比較  図１０ LTES700R クリープ破断特性 

   
 

図１１ LTES700R と先進 12Cr 鋼の異材溶接継手強度 図１２ LTES700R と先進 12Cr 鋼の異材

溶接モックアップ試験 

鋳造材(内車室，バルブ)については A-USC 国家プロジェクトにてタービン各社で欧州材３鋼

種(Alloy625，Alloy617，Alloy740)をそれぞれ分担して開発を進めており，当社はAlloy617を担当

しステップブロックの確認試験を行った(図１３)．ステップブロックの各肉厚部での材料特性はほ

ぼ良好なものであり，クリープ破断強度については，目標値(700℃×10 万時間で 80MPa 以上)を

十分に満足する目処が得られた(図１４)．今後は実機大ノズルボックスを製作し，製造性，材料特

性を確認していく予定である．また，翼材についてはガスタービンで使用実績のある U520 等を適

用し，ボルト材については既に開発済みである LTE700B 等を適用する予定である． 
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図１３ Alloy617 ステップブロック  

  

  図１４ Alloy617 ステップブロック クリープ破断特性 

|4. まとめ 

(1) 送電端効率 46％(HHV)を達成しうるヒートバランスのパラメータスタディを実施するとともに，こ

のヒートバランスをもとに主要配管の仕様，配置検討を行った．プラントの運用性については，

従来火力並みの起動特性，負荷変化率を達成できる見通しを得た．これまで材料・重電・重機

メーカが中心となり開発が進められてきたが，今後は，弁，ポンプといった機器メーカとも連携

し，具体的な系統設計，配置計画に開発の重点を移し，システム設計全体の妥当性を検証し

ていく必要がある． 

(2) ボイラについては，候補材料の溶接性，クリープ破断特性及び曲げ加工性評価を実施し，一

部の Ni 基合金を除き，施工可能であることを確認した．また，クリープ破断特性においては，試

験を継続し，より信頼性の高い長時間データを取得していく必要がある． 

(3) 蒸気タービンについては，LTES700R の８t 鋼塊の良好な製造が確認でき，今後，大型化に

向けた製造検証を行っていく必要がある．また，異材溶接ロータの良好な施工を確認すること

ができ，今後継手性能の確認を行っていく必要がある．鋳造材については，Alloy617 のステッ

プブロックを製作し，良好な材料特性が確認できた．今後は，引き続き長時間のクリープデータ

を取得するとともに，実機大サイズでの製造性確認を行っていく必要がある． 
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